
63

連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説

家族信託実務ガイド　2021.2　第20号

連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説連載　信託契約書に潜む注意すべき条項徹底解説

Eパターン
本文=14.5Q　字間＝0.5H 行間＝8.32 H □段落=18w×37l（段間=13mm）

□地柱12Q 　文字アミ80%
天＝25mm　　地＝23mm　　
ノド＝18mm　　小口＝16mm　

  利益相反取引は原則無効

信託法においては、受託者と受益者と
の利害が相反する行為（これを「利益相
反行為」という）を行うことは、原則と
して禁止されています（信託法 31 条）。具
体的な利益相反行為については、次ペー
ジの図表のとおりです。

  利益相反行為を有効にす
るための条件とは

信託法において禁止されている次ペー
ジの図表の⑴～⑷に該当する行為をした
ときは、原則無効とされていますが、下
記の（ア）～（エ）の利益相反行為の許
容条件に該当する場合には、法的に有効
な利益相反行為をすることができるとい
う法的構成をとっています。
（ア）信託契約書に利益相反行為をす

ることを許容する旨の定めがあると
き

（イ）受託者が利益相反行為について
重要な事実を開示して受益者の承認
を得たとき（ただし、利益相反行為
ができない旨の信託行為の定めがあ

るときは、受益者の承諾があっても
することはできません）

（ウ）相続その他の包括承継により信
託財産に属する財産に係る権利が固
有財産に帰属したとき

（エ）受託者が当該行為をすることが
信託の目的の達成のために合理的に
必要と認められる場合であって、受
益者の利益を害しないことが明らか
であるとき、または当該行為の信託
財産に与える影響、当該行為の目的
および態様、受託者の受益者との実
質的な利害関係の状況その他の事情
に照らして正当な理由があるとき

  利益相反取引はその都度
受益者の同意を得るのが
原則

原則的な考え方としては、受託者と受
益者の利害が相反する取引をしたいと考
えたとき、その行為をする際に、その具
体的な取引内容を受益者にきちんと説明
したうえで、受益者の書面による承諾を
その度ごとにもらうべきです（上記（イ）
の利益相反行為の許容条件に該当）。し

利益相反取引の
容認条項

一般社団法人家族信託普及協会 代表理事　司法書士　宮
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かし、家族信託の実務においては、受益
者が高齢の親世代であることや後継の受
益者の代になったことにより受益者の判
断能力に支障があるケース（例えば、認
知症の配偶者や障害のある子が第二受益
者となったケース）も多分に想定される
中で、利益相反取引をしたいとなった際
に明確な承諾の意思表示がもらえるとは
限りません。

受益者の承諾がその都度得られないリ
スクへの対応策としては、次の二つが考

えられます。
一つ目は、「受益者代理人」を置き、

受益者に代わって受益者代理人が必要な
都度承諾をするという方策です。

二つ目は、信託契約書の中であらかじ
め利益相反取引を許容する条項を盛り込
んでおく方策です（上記（ア）の利益相
反行為の許容条件に該当）。

そこで、今回は、信託契約書の中に利
益相反容認条項を置く場合に、どのよう
な文言にすべきかについて解説します。

■　利益相反行為と事例

利益相反行為 具体的な事例 法的効果
⑴�　信託財産に属する財産（当該財産に係る
権利を含む）を受託者の固有財産に帰属さ
せ、または受託者の固有財産に属する財産
（当額財産に係る権利を含む）を信託財産
に帰属させること

・�信託財産たる未上場株式
について受託者個人を買
主として売買するケース
・�受託者の個人所有の不動
産を信託財産たる現金で
購入し、信託財産に組み
入れるケース

利益相反許容条件（ア）～
（エ）に該当しない場合は、
無効！

⇒�受益者の追認があれば遡
って有効となる

⑵�　信託財産に属する財産�（当該財産に係る
権利を含む）�を他の信託の信託財産に帰属
させること

委託者兼受益者を父親と
する信託と委託者兼受益
者を母親とする信託の 2
つの信託契約の受託者と
なっている息子が、お互
いの信託財産を交換する
など恣意的に財産を移動�
・組換えさせるケース

利益相反許容条件（ア）～
（エ）に該当しない場合は、
無効！

⇒�受益者の追認があれば遡
って有効となる

⑶�　第三者との間において信託財産のために
する行為であって、自己が当該第三者の代
理人となって行うもの

信託財産たるマンション
を受託者が代表を務める
会社に売却するケース

有効！

⇒�取引当事者である第三者
が知っていた場合、また
は知らなかったことにつ
き重大な過失があった場
合は、取消可能

⑷�　信託財産に属する財産につき固有財産に
属する財産のみをもって履行する責任を負
う債務に係る債権を被担保債権とする担保
権を設定することその他第三者との間にお
いて信託財産のためにする行為であって受
託者またはその利害関係人と受益者との利
益が相反することとなるもの

受託者個人が借りている
銀行のアパートローンの
担保として、信託財産を
担保提供するケース

有効�！

⇒�取引当事者である第三者
が知っていた場合、また
は知らなかったことにつ
き重大な週失があった場
合は、取消可能
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  利益相反取引については
具体的に記載する

信託契約書の条項において、単に「受
託者は利益相反行為（自己取引）をする
ことができる」旨だけを置くケースを見
かけることが少なくありません。

このような定めは、そもそも利益相反
の容認条項として有効であるかどうか疑
義が生じます。いかなる利益相反取引で
あっても行うことができるという「包括
的な定めは、忠実義務違反を排除する実
質を持ち、それが真に意図されているな
らば、そもそも信託ではない」（道垣内弘

人『条解 信託法』222 頁）という指摘があ
ります。また、「一般論としていえば、
例外として許容される行為が他の行為と
客観的に識別可能な程度の具体性をもっ
て定められ、かつ、当該行為について、
これを許容することが明示的に定められ
ていなければならず」、「信託行為に単に

『自己取引ができる』という程度の定め
があるだけでは足りないというべきであ
る」（寺本昌広『逐条解説 新しい信託法』125

頁）とされています。つまり、具体的に
どのような利益相反取引が想定されるの
かをきちんと検討したうえで、具体的な
取引内容についてあらかじめ容認する条
項を定めることが必要だと考えます。

例えば、信託財産となっている（実体
として老親が保有する）不動産を受託者
が個人的に買い取るケースや、信託財産
となっているマンションの一室を受託者
が個人的に賃借するケースなどです。こ
の場合は、「買い取ることができる」「賃
借することができる」というだけではな

く、売買代金や賃料等の対価についての
考え方も盛り込むべきと考えます。一例
として、複数の不動産仲介業者の査定額
の平均価額を算出してこれを売買価格に
設定することを規定したり、近隣の賃料
相場を踏まえて、著しく安価な賃料にな
らない賃料を設定する旨を置くことで
す。

  直接的な利益相反行為で
なくても承諾はもらうべき

直接的な利益相反取引には該当しなく
ても、受託者の忠実義務違反となりかね
ない行為についても、将来的に想定し得
る取引があれば、あらかじめ信託契約書
の中で容認する条項を盛り込んでおくの
も良策といえます。

例えば、受託者の子（受益者たる老親
から見れば孫）が信託財産に入っている
遊休地にマイホームを建設したいような
ケースです。孫としては、信託財産たる
土地を無償で借りたうえで、自宅の建設
にあたり銀行から住宅ローンを借り、そ
れに伴い当該底地に担保を設定するよう
な場合が想定できます。このような場
合、信託財産を利用するのは受託者自身
ではないので、直接的な利益相反には該
当しませんが、だからと言って遊休地を
無償で貸したり、銀行の抵当権を設定す
る（孫のために担保提供する）行為は、
受益者にとって何ら経済的なメリットが
生じないことから、受託者が受益者の承
諾なくこれらの手続きを勝手に進めるこ
とはすべきではありません。このような
場合でも、利益相反の容認条項に準じ
て、具体的に想定される取引行為を明記
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したうえで、これを許容する旨の条項を
置くべきでしょう。

  受益者に利益相反行為を
したことを報告するのが
大原則

受託者は、P.64 の図表の⑴～⑷の利益
相反行為をしたときは、受益者に対し、

当該行為についての重要な事実を通知し
なければなりません（信託法 31 条３項）。
ただし、信託行為に別段の定めがあると
きは、その定めるところによると定めら
れているため、信託契約書に「信託法
31 条３項による受託者から受益者への
通知は、要しないものとする」との条項
を設ければ、受益者への通知を省略する
ことが可能となります。

（利益相反行為の制限）
第 31 条　受託者は、次に掲げる行為をしてはならない。
　一 　信託財産に属する財産（当該財産に係る権利を含む。）を固有財産に帰属させ、又

は固有財産に属する財産（当該財産に係る権利を含む。）を信託財産に帰属させるこ
と。

　二 　信託財産に属する財産（当該財産に係る権利を含む。）を他の信託の信託財産に帰
属させること。

　三 　第三者との間において信託財産のためにする行為であって、自己が当該第三者の
代理人となって行うもの

　四 　信託財産に属する財産につき固有財産に属する財産のみをもって履行する責任を
負う債務に係る債権を被担保債権とする担保権を設定することその他第三者との間
において信託財産のためにする行為であって受託者又はその利害関係人と受益者と
の利益が相反することとなるもの

２　前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当するときは、同項各号に掲げる行為
をすることができる。ただし、第２号に掲げる事由にあっては、同号に該当する場合
でも当該行為をすることができない旨の信託行為の定めがあるときは、この限りでな
い。

　一　信託行為に当該行為をすることを許容する旨の定めがあるとき。
　二　受託者が当該行為について重要な事実を開示して受益者の承認を得たとき。
　三 　相続その他の包括承継により信託財産に属する財産に係る権利が固有財産に帰属

したとき。
　四 　受託者が当該行為をすることが信託の目的の達成のために合理的に必要と認めら

れる場合であって、受益者の利益を害しないことが明らかであるとき、又は当該行
為の信託財産に与える影響、当該行為の目的及び態様、受託者の受益者との実質的
な利害関係の状況その他の事情に照らして正当な理由があるとき。

■　信託法
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３　受託者は、第１項各号に掲げる行為をしたときは、受益者に対し、当該行為につい
ての重要な事実を通知しなければならない。ただし、信託行為に別段の定めがあると
きは、その定めるところによる。

４　第１項及び第２項の規定に違反して第１項第１号又は第２号に掲げる行為がされた
場合には、これらの行為は、無効とする。

５　前項の行為は、受益者の追認により、当該行為の時にさかのぼってその効力を生ずる。
６　第四項に規定する場合において、受託者が第三者との間において第１項第１号又は

第２号の財産について処分その他の行為をしたときは、当該第三者が同項及び第２項
の規定に違反して第１項第１号又は第２号に掲げる行為がされたことを知っていたと
き又は知らなかったことにつき重大な過失があったときに限り、受益者は、当該処分
その他の行為を取り消すことができる。この場合においては、第 27 条第３項及び第４
項の規定を準用する。

７　第１項及び第２項の規定に違反して第１項第３号又は第４号に掲げる行為がされた
場合には、当該第三者がこれを知っていたとき又は知らなかったことにつき重大な過
失があったときに限り、受益者は、当該行為を取り消すことができる。この場合にお
いては、第 27 条第３項及び第四項の規定を準用する。
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